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はじめに

　これまでの報告によれば 2007 年において世界中で数多くの自然災害が発生していることが報告されてい

ます。中越沖地震はマグニチュード 6.6 の地震で、7 月 16 日に日本で起こりました。 死者 11 名、負傷者

1000 名以上、また 300 以上の建物が全壊したと報告されています。その後、マグニチュード 8.0 のペルー

地震が太平洋沖ペルーで 8 月 15 日に起こり、死者 500 名以上の犠牲を出しました。そして、巨大サイクロ

ン「シドル（Sidr）」が 11 月 15 日にバングラデシュを襲い、死者約 3,200 名、行方不明者約 800 名、負傷

者約 35,000 名にのぼり、また、700 万人以上の人がその影響を受けました。これらの大災害から、その被

害を軽減するために学ぶことが我々には多くあります。

　「兵庫行動枠組み（2005 ～ 2015）」の進捗状況を検証していく中で、防災教育が社会の継続的発展には不

可欠であるという点については、広く意見が一致しています。「兵庫行動枠組み優先事項」に対応すること

によって、情報が共有されるようになり、また、コミュニティレベルでの災害リスク軽減に関する教育が

効果的なものとならねばなりません。

　進行中の「兵庫行動枠組み（HFA）」において、アジア防災センター（ADRC）は、災害に対する科学的

能力の開発支援に貢献するばかりでなく、情報の共有と防災教育にも注意を向けていくつもりです。ADRC

には、神戸国際連合災害救済調整官事務所（UN-OCHA）、国際防災復興機構（IRP）との協力的立場にあり、

また、ADRC はアジアの多くの関係者と密接に連携して働いています。ADRC とこれらの協力機関は、総

合防災政策（TDRM）として知られている災害リスク軽減に対する総対的アプローチを策定しました。 

　「総合防災政策：優良事例集」は、TDRM の概念とその優良事例を記載した利用し易いハンドブックで、

神戸で 2005 年 1 月 18 日〜 22 日に開催された国連防災世界会議用として発行されました。これに記載の「優

良事例 2008」には関係者が情報を共有し、世界の災害リスク軽減に貢献できるよう、ADRC メンバーの国々

から提示された優良事例が記載されています。

　みなさんから今後も幅広く優良事例をお教え頂く事は我々の非常な喜びとなります。この刊行物が

TDRM のアプローチをさらに推進し、より安全な世界を創り上げるのに貢献できることを願っています。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鈴木　弘二

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アジア防災センター　所長
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演劇 “Terra non Firma（安全でない大地）” : 
アルメニアの幼稚園児・小学生が地震を学ぶためのツール

アルメニア
　アルメニアは、世界有数の地震国の 1 つです。そのような地震の１つが 1988 年 12 月にアルメニアを
襲い、残念なことにそのときには 6,000 人以上の子どもが亡くなりました。このような悲劇が起きたのは、
地震が来る前に子どもたちを守るための努力が足りなかったからです。災害リスクを軽減するために最
も基本的な要素の１つが教育と認識です。災害についての教育を受けて、それを認識した子どもたちは、
社会で役立つ構成員となり、効果的な活動を通して、大きな地震が原因となって引き起こされる損失を
緩和できるのです。我々は、子どものときから地震についての知識を得ておくべきです。地震について
の知識は、子どもたちの間でのパニックを防ぐのに役立つだけではなく、与えられた状況下でストレス
を避け、何をするべきなのかを教えてくれます。子どもたちは、自分たちが地震活動地帯に住んでいる
という事実を認識しなければなりません。認識することで、子どもたちの日々の生活が悪化することは
ありません。それどころか、子どもたちは自分自身を災害の致命的な衝撃から守る方法を知ることがで
きるのです。
　地震リスク軽減プログラムの重要な部分としての公教育と予防行動はアルメニア国立地震保護調査機
関 ( アルメニア NSPP) にとって不可欠なものです。地震リスク軽減の枠組みにおいて、科学教育省とア
ルメニア NSPP、そして Yerevan 市の就学前施設の１つが、“Terra non Firma（安全でない大地）” をいう
演劇を作り、上演しました。そこで子どもたちは双方向の教育演劇を通して防災と行動規則を学んだの
です。
　上演の目的は、「地震とは何か」「地震のための準備」「地震前、地震時、地震後、何をすべきか」を幼
稚園児や小学生に説明することに絞っています。

シナリオ：
　「森の精」が森に住む動物たちに破壊的な自然災害である地震について警告します。「森の精」は、動
物たちの住まいや巣を固定して、補強するように言います。動物たちが聞いていないことに気づいた「森
の精」は、「母なる大地」の力で小さな揺れを起こして、動物たちに教えることにします。忠告を無視し
た動物たちは怪我をしたり、財産を失ったりという被害を受けます。パニックが起こり、傷ついた動物
たちは助けを求めて泣き叫びます。助けを求める叫びを聞いた捜索隊は、ストレッチャーや応急処置の
道具を持って救助に急ぎます。罰せられた森の動物たちは、お互いに地震時の行動ルールについて話し
合い、「森の精」の忠告に従うことを約束します。劇は、「地球」に捧げられる歌で終わり、青い空に再
び太陽が輝きます。

　劇のシナリオ執筆にあたって、アルメニア
にいる動物の中から代表的な動物を選び、キャ
ストには 4 歳から 8 歳までの子どもたちを選
びました。 
　シナリオの準備ができ、アルメニア NSPP
の専門家がシナリオを確認すると、音楽的才
能に恵まれた子どもたちが選ばれ、劇の監督
である女性校長と尼僧たちが子どもたちとと
もに教育活動を始めました。準備活動中、子
どもたちは、自然災害の１つについて学ぶ機
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会があることに興奮していて、それほど恐ろしいとは感じていないようでした。子どもたちは、自分の
親や友達に幼稚園で学んだことを喜んで教えていました。子どもたちが知りたがったり、学びたがった
りしたことがとても多かったので、リハーサルは 4 ヶ月以上続きました。「地球」に捧げられるスペシャ
ルソングが作曲され、上演時の音楽構成や効果音が決められました。仕立屋さんが 8 匹の動物、町の広
報係、「森の精」、「母なる大地」、美しい鳥たちのために素晴らしい衣装を作ってくれました。 
　初演の日には、科学教育省、地方自治体からの特別ゲスト、幼稚園の園長や小学校の校長、さらに報
道機関の代表者たちも招待されました。招待された人々は、このプロジェクトに高い関心を示し、地震
リスク軽減するための知識を広めていくことについて喜んで協力していくことを約束してくれました。
　映画 “Terra non Firma（安全でない大地）” が公開されると、その映画の複写版を幼稚園や小学校に配
布するために Yerevan 市の 12 地域の地方自治体に渡されました。この演劇ビデオは子どもたちの災害へ
の対応に関する特別プログラム用教育資料として使用される予定です。
　このような活動の画期的なことは、この地域だけでの実例の再現や普及にとどまらず、世界中の同じ
ような災害が起こる地域に広げることができることです。 目下のところ、主な目標は、災害リスク軽減
用教育資料としてビデオフィルムをアルメニア共和国内の全ての marzes（県）の全幼稚園と小学校に配
布することです。
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「地球」の歌を歌う子どもたち

子どもに焦点を当てた 地震災害のリスク軽減
子どもたちに地震について知ってもらうこと
9 ヶ月間
楽しい教育ツールの開発と実行
地震への備えの強化
5,000 米ドル
Hayk Hakobyan 博士、国際部　部長
アルメニア国立地震保護調査機関 
Davidashen  massive 4, P.O. 0054, Yerevan Armenia 
電話：374 10 28-64-94, ファックス：374 10 36-62-80
電子メール：alinakop2004@yahoo.com

- 背景             
- 目的 
- 期間
- 活動
- 主な成果 
- 予算合計  
- 連絡先
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インド内務省　国連開発計画 災害リスク管理計画 (2002-2007) 
インド

　インド政府は、インド政府－国連による開発計画の災害リスク管理計画（2002 － 07）を実行・実施し
ています。この計画の目的は、都市開発省の建材資材技術促進委員会（BMTPC）が作成した脆弱性地図

（第 1 版）をベースとして確認した 169 箇所の様々な危険のある地域について、主として災害リスク軽減
のために中央政府と 17 州を支援することです。この計画で求められているのは、地域とコミュニティの
活動に焦点を当てながら、本来の目的である地球環境にやさしい災害リスク管理モデルをあらゆるレベ
ル（村、グラム・パンチャーヤト、圏、区、地方都市団体、地域、州）において実演することです。
　プロジェクトは、国際連合開発計画（UNDP）、米国国際開発庁（USAID）、欧州委員会、オーストラリ
ア学術交流機関（AUSAID）、欧州委員会人道援助局（ECHO） などの複数の資金援助組織を通して集め
られた 3400 万 US ドルの対外援助を利用して実行しています。プログラムの主な目的は以下の通りです。
 i ）国によるコミュニティレベルでの研修と能力開発。地域、圏、グラム・パンチャーヤト、村レベル、

並びに地方都市団体、都市の区レベルでの（ULB）防災委員会（DMC）と防災チーム（DMT）によ
る研修

 ii）州および地域レベルの防災プランの開発、並びに村、区、グラム・パンチャーヤト、圏、地方都市団
体レベルでの災害リスク管理プランと対応プランの開発

 iii）パンチャーヤト研究所（PRI）における災害リスク軽減のための研修と能力開発
 iv）コミュニティレベルでの応急処置、避難所管理、水とトイレ、救助と避難について、さらに女性の

能力を高めること
  v）協同して災害リスクを軽減し、リスクに対応することを目的とした、その他の利害関係者（教練隊、

ネルー青少年センター、国家事業計画ボランティア、非政府組織、コミュニティを基盤とした組織、
学校の先生）の研修と能力開発

 w ⅵ）都市の地震脆弱性緩和プロジェクト（UEVRP）、人口 50 万人以上で地震帯 Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ以上に該当
する 38 都市に主導権のある従属的団体、そして、そこでの技術者、建築家、石工、政策立案者と行政官、
学校の先生、学生、その他の利害関係者、認識創出などに焦点を当てること

 ⅶ）警報や迅速な対応をタイムリーに伝えるための州および地域レベルの応急対策拠点施設（管制室）
の補強 

 ⅷ）インド災害資源ネットワーク（IDRN）が確保している人的および物的資源についてのインターネッ
トベースの電子資料リスト

 ⅸ）災害軽減および防災準備の文化を浸透させるためのコミュニティレベルの人材をターゲットとした災
害関連情報資料を配布し、その認識を高めること

 ⅹ）インド内政省および計画を適用する州を特別に支援し、災害リスク管理の施設・管理システムを立ち
上げ、強化すること

　本計画は、2002 年 8 月に実施を開始し、2008 年 12 月に終了の予定です。
　UNDP は、関連する州政府と相談の上、各村でボランティアが受けた捜索、救助、応急処置の研修に
基づいて、様々な村で記録された「優良事例」をまとめたものを刊行しました。
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インドネシアにおける地滑り危険軽減プログラム 
インドネシア  I

　降雨による地滑りは、最も一般的な自然災害の１つで、アジア太平洋地域と同様、インドネシアでも
よく起こります。1990 年から 2007 年の間に地滑りは 1215 回発生しました。これらの地滑りによって、
2886 人が死亡、1215 人が負傷、14849 人が家屋を失いました。通常、多くの犠牲者が出るのは、雨季に
おける急速な地滑り・土石流が原因です。また、1990 年から 2007 年にかけて地滑りの発生回数が一番
多かったのは、1 月で、その数は 197 回に及びます。

地滑り軽減のための総合計画
　インドネシアでは、防災管理の基本概念と地滑り現象に関する基礎知識を導入した結果、人々の認識
と理解が改善され、効果的な防災管理並びに公教育プログラムを開発しようという機運を高められるよ
うになりました。危険軽減プログラムは、地滑りに弱い地域の生活や環境のサポートを保証するための
人材の強化に向けた極めて重大な一歩です。 
　地滑りによる死亡者数および社会的・経済的影響を減少させるためのインドネシア火山・土砂災害防
災センター、地質庁、エネルギーおよび鉱物部門による危険軽減政策は以下のとおりです。

a.	 地滑り危険箇所地図の作成
地滑り危険箇所地図は、通常、縮尺 1 : 100,000 を使用する行政地域をベースとして作成されます。
この地図は Windows の Ilwiss 3.3 プログラムおよびマップインフォ・バージョン 8 で作成された
ものです。この方法を利用したのは、地滑りが起こる危険性のある地域、地滑りの危険性が高い
地域、地滑りの危険性を管理する要因を確認するためです。

b.	 早期警報システム
地滑りの早期警報システムにおける手順の主なものは、地滑りが起こる危険性のある地域の地図
と毎月の降雨予報を重ねて作成された地滑り危険地域の地図を送付することです。この危険地域
の地図を毎月、地滑りの危険がある地方自治体に送付しまた、毎月、以下のサイト http://www.
vsi.esdm.go.id にアップロードしています。 

図 1. (a) 西スマトラ、パダンの地滑りによって 14 名が死亡し、家屋 5 棟が倒壊した (2007 年
1 月 4 日 )。 (b) 2007 年 1 月の地滑り警戒地図。パダンの地滑りは地滑り警戒の高危険度区域
にあった。
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c.	 地滑りの監視
地滑りを監視する目的は、地殻運動の方向、強度、速度に基づいた地滑りの活動を認知することに
あります。インドネシア火山・土砂災害防災センター（CVGHM）の事務所では、地滑りの監視に
GPS、伸縮計、ピエゾメータを使用しています。

d.	 社会事業化
防災管理の基本概念と土砂に関連する災害現象の基礎知識を導入した結果、人々の認識と理解が改
善され、効果的な防災管理並びに公教育プログラムを開発しようという機運を高められるようにな
りました。社会事業化は、土砂災害に弱い地域の生活や環境のサポートを保証するための人材の強
化に向けた極めて重大な一歩です

e.	 早期対応チームの派遣 
地滑り災害には、早期対応チームを派遣する予定です。チームメンバーは技術的なアドバイスをし
て、地滑りを防ぎ、地滑り災害による影響を減少させます。

インドネシアが直面する問題
　インドネシアでは、地滑り危険度地図が既に出版され、土砂関連防災管理に関して一般に知られるよ
うになり、また、危険を軽減させる努力も行われています。しかし、残念なことに、相変わらず犠牲者
の数は減っていません。この状況は以下で説明できます。(1) 危険度が中程度から高い地域における解決
策や公的活動がまだ不十分である。(2) 地滑り危険度地図や早期警報システムが、土砂関連災害の脅威を
ベースとした土地利用計画並びに地域開発のためのデータベースとして十分に活用されていない。(3) 防
災管理の一部としての土砂関連災害に関する学校での早期教育が、これまでカリキュラムに組み込まれ
ていない。

背景
　降雨による地滑りは、最も一般的な自然災害の１つで、インドネシアでも頻繁に起こります。1990
年から 2007 年にかけて、地滑りが最も多く発生したのは、11 月から 3 月までの雨季です。

目的
　地滑り災害による死亡者数と社会的・経済的影響を最小限に抑えることを目的とします。

期間
　プロジェクトは継続的なもので、地滑りに関する特に早期警報システムは継続して行ないます。火
山・土砂災害防災センターが地滑り危険度地図と地滑り危険箇所の表を毎月地方自治体に送ります。

活動
　地球物理・気象庁からの月間降雨強度予報のデータ及び地滑り危険度地図と毎月の降雨強度予報を
重ねて作成した地滑り分析予報地図を収集し、地滑りの監視、インドネシア東部の地滑り危険度地図
の作成を続けます。 

主な成果
　90% の地滑りは、危険度が中程度から高い地域で起こっていることが指摘されている。残念ながら、
地滑り危険地域の地方自治体、コミュニティ、住民は早期警報システムに対応できてお
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らず、システムを認識もしていません。従って、地滑りによる犠牲者の数並びに社会的・経済的影響
は大きいままです。

  
連絡先
　Surono
Center for Volcanology and Geological Hazard Mitigation（インドネシア火山・土砂災害防災センター）
インドネシア
Diponegoro Road No 57 Bandung 40122
電話 : +62 22 7272606; Facsmile; 72702761, ホームページ : http://www.vsi.esdm.go.id 
電子メール : Surono@vsi.esdm.go.id  
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危険軽減プログラムにおける地域社会住民の役割：
メラピ火山への適用

インドネシア II
背景

メラピ火山 （2968m）は、頻繁に噴火する火山です。最近では、5 年間の休止後、2006 年 6 月 14 日
に噴火しました。この噴火で 2 名が死亡しました。犠牲者は火砕流が流れ込んだ凹地にとらわれてしまっ
たのです。危険軽減プログラムを準備していたのに、手順が適切でなかったため、死に至ったのです。
サイレンが鳴り、住民に避難の合図を出したとき、2 人のボランティアが留まることを選び、シェルター
に入り、そのために亡くなりました。2006 年の噴火では、危険な状態が 2006 年 4 月に始まり 2007 年
11 月まで続きました。噴火のピークは 2006 年 5 月 14 日に起こりました。5 月 14 日には、（午前 8 時 14
分、11 時 33 分、午後 3 時 15 分に）3 回火砕流が発生し、流出距離は、それぞれ 5km、7km、5km でし
た。今回の噴火は、これまでの噴火とは異なっていました。その特徴は、噴火の形態が急速に変化する
こととマグマの噴出速度がとても速いことにありました。1961 年から 2001 年までメラピ火山の噴火は 、
1994 年の噴火と 1997 年の噴火を除いて、南西方向に勢いがありました。今回は、集中的に亀裂ができ
ることで頂上の形態がどんどん変化し、溶岩ドームが直ちに大きくなりました。このように溶岩ドーム
が急に大きくなったことが火砕流の方向にも影響を与えました。危険な状態が続いている間、火砕流の
方向は南西から南－南東へと変化しました。これらの変化は、メラピ火山の周囲の地域社会だけでなく、
その危険軽減プログラムにも影響を与えました。 メラピ火山の周囲の地域社会は、噴火経験地域と未経
験地域に分けられました。このような分類も前回の噴火で行われたことです（図参照）。

2006年の噴火の間、3つの地域、すなわちMagelang（西－南西側）、 Sleman （南－南東側）、Klaten地域 （南
東－東側）がメラピ火山噴火の危険軽減プログラムに入れられました。 これらの地域の中で、Magelang
がメラピ火山の噴火に関して最も経験を積んでいる地域です。一方、Klaten 地域の住民にはあまり噴火
災害の経験はありません。Sleman は 1994 年の噴火を経験し、69 人の犠牲者を出しています。その結果、
1997 年には Sleman 地域は災害に対してうまく対応しました。 
概念と計画

最近、インドネシア政府は、災害の危険軽減に関して UU 24/2007（政府規制）を発行しました。この
規制の中で、中央政府および地方自治体は、災害の危険軽減 に責任があると記載しています。メラピ山
は、2~7 年に 1 度の頻度で噴火を起こす活火山です。メラピ火山は人口密集地かつ災害危険地域に位置
しています。災害時対応においては、住民の知識や認識度を高めるだけでなく、地域ぐるみで関わるこ
とが必要になります。地域社会に根ざした災害危険軽減プログラムを作り上げることによって、その地

Magelang Sleman Klaten
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2006 年 5 月 15 日 の 火 砕 流 は、Krask 川
（Magelang、南西）方向に激しく流れていた。
その後、火砕流の方向は Gendol 川 （Sleman
および Klaten、南 - 南東）方向に変わった。
危険度の高い地域は矢印で示されている。
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域社会を巻き込むことができます。プログラムの主な目的は、危険地域に住む地域住民のひとりひとりが、
自分自身並びに危険に直面している他人を助けることです。準備段階として、まず、火山の危険に関す
る情報を危険軽減部門の役人（Slatlak/Satkorlak）に流布しました。しかし、これは、それほど地域住民
を巻き込む活動ではなかったため、思ったほど効果的ではありませんでした。そこで、インドネシア火山・
土砂災害防災センターの下部団体である火山技術研究センターがスタディーケースとして、メラピ火山
周辺に適用する危険軽減プログラム用 Wajib Latih （必修訓練） というプログラムを提案しました。 

このプログラムは、概念と計画、推進、評価の 3 段階に分かれています。 推進段階で、プログラムを
実行するのは、インドネシア火山・土砂災害防災センターの火山技術研究センター、地方自治体、地域
社会の組織、現地の地域社会、国際組織です。 
推進

推進段階では、資金は NZAID から Sleman 地方自治体へと供給されます。Sleman 地域はジョグジャ
カルタ州の一部です。必修訓練プログラムは、地域社会に根ざした危険軽減プログラムを作ることを目
指していますので、地域住民のひとりひとりが危険軽減プログラムに参加し、危険軽減の責任を負って
います。地域社会のプログラムへの適応力が高くなるにつれ、危険による影響を削減することができます。
一方、必修訓練は、長期にわたる軽減プログラム活動で、計測器による監視に役立っています。この訓
練によって、Merapi 地域は火山災害とその認識について既に知識を得、理解したものと考えられています。

最初、必修訓練は Merapi 周辺の訓練リーダーとなる地域社会の代表メンバーに対して行われます。次
に、その訓練を受けたグループは自分の所属する地域の住民に対して訓練を行います。このプログラム
は 2008 年の初頭から実施され、Sleman、Klaten 地域 （南および東側）、Magelang、Boyolali 地域（西お
よび北側）。 プログラムは 2013 年に完了の予定です。
評価

2014 年には、Merapi 周辺の住民は活動を実行する準備ができていると考えています。さらにより優
れたより強力な地域社会に根ざした危険軽減プログラムにするためには、継続的にプログラムを実施し、
評価することが必要です。目下、ジョグジャカルタ州政府はジョグジャカルタを防災管理の総合的研究
拠点に指定しています。つまり、これは、地方自治体が危険軽減プログラムを先導するための一歩を踏
み出しているということです。研究機関、公的機関、非政府機関、科学者間の良好な連携が必要です。
一方、効果的な危険軽減を確立するための施設が不可欠です。施設とは、公共交通機関、道路、ライフ
ライン、恒久的な避難所などで、また、事前に避難用のトラックを準備することも必要です。  

優れた早期警報システムと正確な予報を実施するためには、経験を積んだ優秀な火山学者も重要です。 
背景

噴火が頻繁に起こり、また、火山が人口密集地に存在しているため、研究機関が危険軽減プログラム
に関与せざる得なくなり、その結果、地域社会に根ざした危険軽減プログラムを作ることになりました。 

目的
危険軽減に自主的に取り組み、かつ責任を負う地域社会を作ること

期間
概念と構成機能は 2007 年に作成されました。プログラムの開始は 2008 年で 2013 年に完了すると

考えています。 
活動

危険地域の住民に対する必修訓練
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主な成果
プログラムは、まだ進行中です。

連絡先
　Surono
Center for Volcanology and Geological Hazard Mitigation（インドネシア火山・地質災害防災センター）
インドネシア
Diponegoro Road No 57 Bandung 40122
電話 : +62 22 7272606; Facsmile; 72702761, ホームページ : http://www.vsi.esdm.go.id 
電子メール : Surono@vsi.esdm.go.id
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インドネシアでの火山噴火災害時における
早期対応チームの役割

インドネシア III
インドネシアは世界有数の火山地帯で、129 の活火山があります。そのうち 79 の活火山は有史以降に

噴火しました（タイプ A）。最近では、多くの火山がほぼ同時に活動回数を増やしています。2006 年から
2007 年にかけて、8 火山がレベル 2 に、4 火山がレベル 3 に、そして、6 火山がレベル 4 にレベルへと活
動レベルが上がりました。 

火山活動において危険な時期とは火山活動が始まってから終了するまでの間です。インドネシアでは、
活動レベルをレベル 1（平常活動）、レベル 2（Waspada/ 注意）、レベル 3（Siaga/ 避難準備）レベル 4

（Awas/避難）の4段階に分けています。地震活動やその他の要因の活発化、および火口の外観の変化によっ
て火山活動レベルを 1 から 2 に上がり、地震活動が非常に激しくなると、活動レベルが 2 から 3 に上が
ります。この状態は、他の観測データ、目視観測による大きな変化とそれに続いて起こる噴火などで確
認されます。最初の噴火はたいてい火山灰と蒸気という現象で始まり、中心的な噴火が起こると、レベ
ルは 3 から 4 に変化します。その後、ストロンボリ式噴火が続きます（例：クラカタウ噴火）。

レベル 3（Siaga/ 避難準備）では、インドネシア火山・土砂災害防災センター（CVGHM）の所長がセンター
内で早期対応チームに連絡が行きます。このチームの任務は、火山の近くで火山活動を観察し、徹底的
な分析データを作成することです。このチームは、様々な専門分野の研究者で構成され、CVGHM 所長
に対して責任を負います。危険軽減機関と地方自治体を協調させるために、チームのリーダーは、活動
レベルが突然上がると CVGHM 所長の代理として働く場合もあります。また、チームには定期的に評価
をまとめ、日報を作成する責任もあります。さらに、地方自治体と危険軽減機関に勧告を出します。デー
タ分析というこれまでの仕事に加えて、チームは、危険軽減機関と一緒に避難ルートと避難場所も確認
します。

レベル 3 からレベル 4（Awas/ 避難）への活動レベルの変化は、早期対応チームの情報と提案に基づい
て CVGHM 所長が決定します。緊急の状況では、火山活動レベルが変わったことをチームのリーダーが
一般市民に伝え、その後、すぐに CVGHM 所長に伝えることも可能です。この情報は、地方自治体（図 1）
に避難勧告を出すために、本庁にとって非常に重要です。
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火山活動危険時の概念図

火山活動概念図  
レベル 1（平常）とレベル 2（注意）の場合

本庁
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以下は、早期対応チームが確認した
2006 年から 2007 年にかけてのインドネシア活火山の火山噴火前の火山の危険時期です。

No.
火山名

前兆
説　明期間

(レベル 3および 4) 兆候

1.

今のところ、早期対応チームの任務は、危険軽減システムをサポートし、
実施する上で重要な役割を果たしています。

北スマトラ州 
ロコン山 

2007 年 12 月 9日‒ 
2008 年 2月 28 日

外観の変化、地震の
発生、山の変形

噴火による火山灰

ランプン州
クラカタウ島

10月 23 日 ‒　現在 外観の変化、地震の
発生

噴火による火山灰

東ジャワ州 
クルド山

2007 年 9月 29 日 ‒ 
11 月 8日

外観の変化、火口湖の
温度変化、山の変形

噴出噴火、溶岩ドー
ムの形成、12,500 人
が避難

北マルク州
ガムコノラ山

2007 年 7月 8 日 ‒ 
7 月 24 日

外観の変化、地震の
発生、山の変形

7月 9日の大きな噴
火、10,000 人が避難

東ヌサトゥンガラ州
Batutara 山

2007 年 3月 22 日 ‒ 
4 月 12 日

外観の変化 噴火による火山灰

中部ジャワ、
メラピ山

2006 年 4月 26 日 ‒ 
11 月 12 日

外観の変化、地震の
発生、山の変形

大きな噴火、火砕流、
2名が犠牲

2007 年 3月 17 日 ‒ 
4 月 23 日

2007 年 11 月 29 日
-12 月 14 日

西スマトラ州
タラン山 

2006 年 9月 9日‒ 
2007 年 1月 27 日

噴火による火山灰

外観の変化、 噴気孔
の温度変化、地震の
発生、山の変形

2. 北スラウェシ州
ソプタン山

2006 年 12 月 14 日 ‒ 
2007 年 11 月 23 日

外観の変化、地震の
発生

2007 年 8月 14 日と 
10 月 25 日：噴火によ
る火山灰と火砕流

北スラウェシ州
カランゲタン山

2007 年 8月 11 日 ‒ 
11 月 23 日

外観の変化、地震の
発生、山の変形

大きな噴火、火砕流、
574 人が避難

2006 年 7 月 12 日‒ 
2007 年 2月 12 日

外観の変化、地震の
発生、山の変形

火砕流、1,500 人が
避難

4.

6.

8.

9.

7.

5.

3.
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背景
インドネシアは世界有数の火山地帯で、129 の活火山があります。そのうち 79 の活火山は有史

以降に噴火しました（タイプ A）最近では、多くの火山がほぼ同時に活動回数を増やしています。

目的
火山活動に関して正確な情報を提供し、火山の危険時期に意思決定者をサポートすること

期間
火山の危険時期

活動
早期対応チームは定期的に評価をまとめ、日報を作成し、地方自治体と Satlak/Satkorlak PB（危

険管理機関）を協調させ、各機関に勧告を出す責任があります。データ分析というこれまでの仕
事に加えて、チームは、指定区域と避難ルート地図の作成も行います。 レベル 4 になると、チー
ムは火山活動レベルの変化を一般市民に伝えることもあります。

主な成果
カランゲタン山（2006 年 7 月 12 日 – 2007 年 11 月 23 日）、ソプタン山（2006 年 12 月 14 日 – 

2007 年 11 月 23 日）、タラン山（2006 年 9 月 9 日 – 2007 年 12 月 14 日）、メラピ山（2006 年 4 月
26 日 – 11 月 12 日）、 Batutara 山（2007 年 3 月 22 日 – 4 月 12 日）、ガムコノラ山（2007 年 7 月 
8 日 – 7 月 24 日）、クルド山（2007 年 9 月 29 日 – 11 月 8 日）、クラカタウ島 （10 月 23 日 –　現
在）、ロコン山（2007 年 12 月 9 日 – 

2008 年 2 月 28 日）

連絡先
　Estu Kriswati
Center of Volcanological and Geological Hazard Mitigation（インドネシア火山・土砂災害防災セン
ター）
Geological Agency（地質庁）, Energy and Mineral Resources Department（エネルギーおよび鉱物
部門）
Jalan Diponegoro 57, Bandung, Indonesia
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榛名山町社家町地区の避難訓練「住民みずからが状況を察知して避難計画を
立てる」（群馬県高崎市）

日本  I
説明
「榛名山区災害応急対策委員会 ( 以下・災害応急対策委員会 )」は、

高崎市榛名山町の社家町地区を中心とした住民によって組織された
自主防災組織である。社家町地区は榛名神社の神職の住居のある門
前町で、江戸時代から参拝客用の宿坊を中心に栄えてきた。

現在、社家町地区の人口は 31 世帯約 70 人で、神職の方が住んで
おられ、名物「門前そば」やみやげ物などを商う店が約半数を占め
ている。3 軒の宿坊の建物が国登録有形文化財になっており、神社
本社などの国指定重要文化財も含め、由緒ある史跡や文化財が多く、
これらを数百年間、護ってきた社家地区の人々が防災に非常に積極
的なのは伝統とも言えよう。　　　　　　　　　　　　

避難訓練は毎年、梅雨入り前の 6 月に、土石流予警報装置が設置
されている、榛名歴史民俗資料館（以下資料館）の敷地内を中心に
行われており、「がけ崩れ警戒報の発令」による住民の避難準備に始
まり、「土石流警戒報の発令」による避難場所 ( 資料館 ) への避難開始、
警戒報解除で終わる。

訓練は地元で選出された防災責任者の土石流予警報装置のマイクを使った
町内放送で開始するが、特徴的なのは、住民各自がそれぞれの家で簡易雨量
計による「降雨量チェック」を行い、これも体験を持ち寄って整理した自宅
周辺の「前兆現象」を確認するところから訓練が始まるところにある。これ
らの情報を各自が記入し、確認して避難行動の目安とするものに「我が家の
避難計画図表」が用意されている。

避難計画図表の図（図―１）は、いわゆる「防災マップ」で、社家町地区
の地図の上に、前兆現象確認箇所とそこでのチェック内容が記載され、確認
がしやすくなっている。また、県が指定した急傾斜地崩壊危険区域や土石流
危険渓流が記され、避難経路上の注意が必要な渓流や斜面も記載されている。
特に避難開始段階でのシナリオには図表相互が連携して避難経路上の注意箇
所が詳細に記載されており、避難時の被災を防ぐ工夫がなされている。

表（表―１）の方は、①気象情報の収集に始まり、②避難の準備、③避難
開始に到る一連の段階のシナリオ（行動手順）が詳細に記載されており、それぞれの行動を決める降雨
量や前兆現象などのチェックシート（表―２）が１枚の用紙に収められている。住民はこの用紙に内容
を記入し、それに応じて行うべき時期を見極めて避難を開始する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
背景

榛名山区災害応急対策委員会が結成されたきっかけは、1982 年 ( 昭和 57 年 )8 月 2 日、渥美半島を
上陸し富山湾から日本海に向けて進んだ台風 10 号に被災したことによる。台風は、中国地方東部か

図―１　防災マップ
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ら東北地方にかけて大雨を降らし暴風が吹き荒れ、全国の死者・
行方不明者 95 名に達した。当時、榛名山町社家町地区では、こ
の台風の集中豪雨により、榛名神社参道や神楽殿に土石流が直撃
し、千年杉が倒されるなど、大きな被害が出た。翌年６月、建設
省 ( 現・国土交通省 ) 利根川水系砂防事務所は、土石流予警報装
置を社家町地区に設置。これを受けて、地元自治組織の榛名山区
と当時の榛名町と群馬県の３者に利根川水系砂防事務所が協力し
て、「土石流予警報装置による避難訓練」が初めて行われた。

災害応急対策委員会は、この訓練を実施するために榛名山区長
を委員長とし、社家町地区住民による自主的な組織として生まれ
たもので、訓練は現在まで２５年以上続けられている。

　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　

目標　
地区住民が刻々と変化する自然状況を的確に察知し…、避難

の準備といつ避難したら良いかという判断力を養うため
期間　1983 年～現在（毎年）
重要な活動行為
・	土石流予警報装置の設置
・	社家町地区住民による自主的な組織災害応急対策委員会の設立
・	土石流予警報装置による避難訓練
・ 社家町地区の地図の上に、県が指定した急傾斜地崩壊危険区域や土石流危険渓流が記され、避難

経路上の注意が必要な渓流や斜面も記載され、前兆現象確認箇所とそこでのチェック内容が記載
され、確認がしやすくなっている「防災マップ」の作成

・	災害応急対策委員会が「我が家の避難計画図表」（防災マップ・降雨量・危険度チェックシート・
行動手順）を用意し、住民に配布

・	住民各自が「我が家の避難計画図表」に基づき、それぞれの家で簡易雨量計による「降雨量チェッ
ク」を行い、前兆現象などのチェックシートで危険度のチェック主な成果

・	訓練を長年継続して行って来たことにより、住民みずから判断で災害の危険から回避できる自信
がついた。

・	訓練を通して消防団とも交流は深まり、住民相互のコミュニケーションも一層良くなり、協力体
制も強まって来た。

・	社家町地区では、訓練でつちかい強化されてきた協力体制とコミュニケーション力が町おこしの
大きな力になり、平成 15 年から活性化事業の一環として、江戸時代の榛名講料理で出されてい
たそばを取り上げ「門前そば」として名物を復活させた。

・ 平成 18 年度第 11 回「防災まちづくり大賞消防科学総合センター理事長賞」を受賞

防災情報の流れ
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訓練風景 

連絡先
　　山本　昭　主任研究員　アジア防災センター
　住所：神戸市中央区脇浜海岸通 1 － 5 － 2　ひと未来館 5 階
　電話：+81 78 262 5540
　FAX：+81 78 262 5548
　電子メール：yamamoto@adrc.or.jp
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表―１　避難計画図表　避難行動シナリオ
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表―２　避難計画図表　チェックシート　
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「災害と女性」情報ネットワーク  
～兵庫県の民間団体によるホームページ開設～

日本 II
　「ウィメンズネット・こうべ」は、男女平等社会実現を目指し、学びと出会いの場の提供を目的に 1992
年に設立された民間団体である。1995 年の阪神淡路大震災に遭遇し、震災直後に「女性支援ネットワーク」
をたちあげる。被災者への物資の配布、「女性のための電話相談」、「被災女性支援セミナー」などの活動
経験がある。避難所の生活は女性に対する配慮がほとんどないことを始め、さまざまな問題が発生して
いることが、活動を通して浮き彫りになってきたという。

　「ウィメンズネット・こうべ」が作成したホームページ【「災害と女性」情報ネットワーク】（http://
homepage2.nifty.com/bousai/）　は、今後各地で予測される災害に向け、防災復興計画の策定に役立つ情
報を発信している。ホームページ開設の目的は、①これまでの災害を女性の視点から検証し、防災･復興
施策に関する提言をおこなうこと、②「災害と女性」について情報交換を行い、ネットワークを構築す
ること、③防災、復興計画の策定における女性の参画を進めることを謳っている。

　女性の視点からの災害の検証は非常に少ないが、このホームページでは、阪神大震災での報告を中心
に、課題を「一人暮らしの高齢女性」、「母子家庭」、「避難所、仮設住宅」、「家族」、「労働」、「からだ」、「妊
娠中や出産後の女性」、「女性に対する暴力」、「児童虐待」、「PTSD と心のケア」、「マイノリティ」、「メディ
アの問題」、「ボランティア」、「その他」の 14 項目にまとめられている。それぞれの項目では、実際の報
告トラブルと、各々に対する対策を提案している。

　例えば、「避難所・仮設住宅」の項目では、「避難所の運営は責任者には女性はほとんどいなかった。
女性の声がなかなか反映されない」、「授乳室がなかった」といった事例を紹介。対策として、「女性を運
営に参画させる」、「乳幼児を抱えた母親、妊婦のニーズを反映させる」、「女性の医師によるクリニック
の開設、助産師の相談員を配置する」などを挙げている。

　「ウィメンズネット・こうべ」の代表者は、「生活環境が悪化する中で人々は過度のストレス状態に置
かれ、弱者への暴力が起こりやすくなる。阪神淡路大震災時には、多くの女性が多大な苦労をした。こ
の貴重な経験を生かし、今後も女性や子どもの権利擁護、防災や復興への男女共同参画を推進していき
たい。」と述べている。

　被災地の女性たちの手記をまとめた「女たちが語る阪神・淡路大震災」の英訳の PDF ファイルもホー
ムページ上で公開している。

―背景　
　女性の視点からの災害時の検証を行い、災害情報発信のためのホームページ開設の要望があった。

―目的
　「災害と女性」に関する情報の発信と共有、ネットワークの構築、および防災・復興計画策定への
女性の参画推進。
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―期間
　2006 年４月～ 2007 年３月
―実施した活動
　「災害と女性」について、女性の視点から検証・分析し、ホームページを立ち上げる。多くの女性
の生の声を参考にしている。

―主な成果
　ホームページの作成を通じ、防災復興計画の策定に役立つ情報の発信とネットワークの構築。

―総予算・費用
　約 300 万円

―連絡先　
　ウィメンズネット・こうべ
NPO 法人　女性子ども支援センター　
代表：　正井　礼子氏
電話 / ファックス： +81-78-734-1308
メール： womens-net-kobe@nifty.com
ホームページ： http://homepage1.nifty.com/womens-net-kobe/
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ミャンマーにおける水害防止対策成功例
ミャンマー

　ミャンマーにおける優良事例として、州当局と各方面が協力し、「Yaing Khway」と呼ばれる堤防決壊
防止のための伝統手法が導入されました。この手法採用により、2004 年に発生したモンスーンの際、エー
ヤワディ管区のヒンタダ郡で洪水回避に成功し、500 万人の地元住民と 500,000 エイカーの農地を被害
から守りました。

　エーヤワディ管区には 26 の町があり、ヒンタダ郡およびその周辺地域はエーヤワディ川流域の低地に
位置します。ミャンマーの主要河川であるエーヤワディ川は、北部のカチン州に端を発し、南下してエー
ヤワディ管区沿岸でアンダマン海に流れ込みます。洪水は、多くの場合、周辺の支流から流れ込む水量
でエーヤワディ川が増水することにより、川沿いの低地で起こります。ヒンタダ郡では、何年も前に、
洪水防止を目的として全長 106 マイルに渡り盛土堤防を築きました。

　農業灌漑省灌漑局が、堤防の定期保守に加え、毎年補強作業を実施します。堤防強化には、人力によ
る作業に加え重機も使用します。

　2004 年７月、エーヤワディ川の源流域であるカチン州、そして、チンドウィン川上流の Khamtee 地域
で洪水が発生しました。過去の経験から、これらの地域で洪水が起こると、７日ないし 10 日以内にエー
ヤワディ川はヒンダタ郡周辺において氾濫が予想されるため、地元当局および関係省庁が洪水防止対策
を開始し、ミャンマー気象水文局は水位や１日の降水量を発表しました。 

　国家平和発展評議会エーヤワディ支部の指導のもと、地元当局、関係省庁、軍隊関係者、警察、NGO、
学生、そして地元市民など総勢 35,000 人がボランティアとして洪水防止活動に参加しました。 

　活動参加者の任務には、ローテーションを採用しました。洪水警戒キャンプが設立され、106 マイル
に及ぶ堤防に沿って 1/8 マイルごとに 24 時間態勢で４名の人員を配置しました。様々なレベルにおける
監督委員会を設立したほか。監視所は、トランシーバー、無線機、携帯電話等の各種通信手段を装備し、
住民に緊急警報を発令するための拡声器も設置しました。

　各キャンプに配置された４名の人員は２名ずつ２グループにわかれ、30 分ごとに各々堤防から反対方
向に向かって堤防の見回りに出かけます。キャンプの各メンバーは堤防に沿って歩き、２つのチームが
キャンプとキャンプのちょうど中間地点で出会ったら、その２チームは各々のキャンプに戻り、ふたた
び堤防を見回ります。
	
　見回りの際は、堤防に脆弱な部分がないか、穴がないか等に注意して観察します。欠陥や穴が見つかっ
たら、直ちに担当者／専門家に報告を行います。

　2004 年に発生したモンスーンの際には、ヒンタダ郡においてエーヤワディ川が危険水域を記録しまし
た。１ヶ月以上に渡って行われた洪水防止対策期間中、全長 106 マイルの堤防に合計 261 カ所の穴が見
つかりました。これらの穴は堤防決壊の原因になり得るため、すべての穴を調査した上で、Yaing Khway
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と呼ばれるミャンマー古来の方法で堤防を補強し、洪水の危険を回避しました。

　Yaing Khwayは、小さな井戸を掘るミャンマー古来の方法で、必要となる材料は、竹またはマングローブ、
竹製の網、そして砂です。 Yaing Khway の基本的概念は、竹網と砂の中に水を通して河川の水圧を制御し、
これにより、河川の水が堤防の穴から放出されるのを防ぎ、堤防決壊と洪水を回避することです。

　Yaing Khway の造成法は以下の通りです。竹またはマングロープのパイルを適切な直径において堤防
の穴に埋め込み、パイルの内側に竹製の網を敷きます。次に、このパイルの外側に、さらに竹／マングロー
ブのパイルを埋め、竹網を敷き、パイルと竹網でできた２つの筒の隙間に砂を充填します。パイルと竹
網の高さは、堤防の高さおよび穴の位置にあわせて適宜決定します。この方法により、穴から漏れ出た
水はゆっくり Yaing Khway にたまり、所定の水位に到達した後は、それ以上水位が上がらないよう制御し、
氾濫や土壌浸食を防ぎます。Yaing Khway の断面図および写真を図１および２に示します。
	

　2004 年、ヒンタダ郡では、各方面の協力により、上記の方法で洪水を回避しました。この試みが成功
した理由としては、管理が行き届いていたこと、地元住民や NGO の活発な参加が得られたこと、ミャ
ンマーの伝統的な手法 Yaing Khway （小規模井戸）が功を奏したことなどが挙げられます。1991 年に発
生したモンスーンの際、ヒンタダ郡の堤防は 2004 年の時ほど整備されていませんでした。Htain Ngu で
堤防が決壊し、９つの町が被害を受け、359,976 人と 260,147 エイカーの耕地が犠牲になりました。1991
年の深刻な洪水被害の経験と教訓に基づき、ヒンタダ郡の地元住民および地元自治体は、必要な準備を
整え、水害防止対策において目覚ましい成果を上げました。 
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図２：堤防決壊を防ぐための小規模井戸「Yanig Khway」 
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土石流および地滑り抑制のための砂防技術応用：
ムグリン・ナラヤンガート道路における事例

ネパール
ムグリン・ナラヤンガート道路は、首都カトマンズからタライ経由でインドまで続く国道網の中でも

最も重要な幹線道路の一つで、ナラヤニ川水系の主要支流であるトリスリ川の左岸に沿って全長 36 km 
に渡って走っています。本回廊道路は、崩壊性に富んだ地質構造帯の小ヒマラヤ帯とシワリーク帯、30
に及ぶ河川、小河川を横断しています。また、それと同時に、地域的〜局所的な規模の複数の構造帯が
交差しています。本道路の標高は平均潮位（MSL）から 200 m ないし 900 m です。この地域は亜熱帯
気候で常緑樹林に覆われています。　気温は、冬季で６℃から 25℃、夏季には 25 ℃から 40℃になり、
年間平均降水量は約 2,650 mm です。

2003 年７月 31 日、24 時間に渡って降水量 446 mm の豪雨が降り、ムグリン・ナラヤンガート回廊道
路のあちこちで、地滑り、土石流、崖崩れ、岩盤崩落などが発生しました。この災害により、数週間に
渡り道路が遮断されたほか、橋２カ所、地下水路９カ所、さらに、舗装 8.6 km 、防護壁 494 m 、堤防
1,480 m に被害が及びました。緊急対策として、道路復旧のため、山や川から流入し道路を寸断した土
砂約 200,000 m3 を取り除きました。しかし、全面復旧にはほど遠く、首都市民 200 万人への食料・燃料
供給に深刻な不足が生じました。事態の深刻さおよび国の社会経済の将来に対する影響を鑑み、治水砂
防局（DWIDP）および道路局（DOR）の緊密な連携の元、問題の拡大防止と解決に向けたイニシアティ
ブを提唱しました。このイニシアティブは、日本政府の支援により「ムグリン・ナラヤンガート治水砂
防プロジェクト（MNWIDPP）」と名付けられた３カ年プロジェクトに発展しました。

同プロジェクトの主要目的は、ムグリン・ナラヤンガート道路周辺の水害・土砂災害を軽減・防止し、
交通の安全性を確保することです。国際協力機構（JICA）の技術援助により、同プロジェクトでは、13
カ所の主要被災地を特定し、このうち２カ所は回廊道路から外れたところにあります。１カ所は、タナ
フン郡の Marshyangdi 水力発電近くの Ruwa Khola で発生した土石流、もう一つはゴルカ地区のマナカ
マナ付近の地滑りです。同プロジェクトでは、これらの被災地については詳細な調査を行い、土石流制
御および崖壊防止のため砂防技術を適用しました。土石流および崖崩れ対策として設計された設備・工
事には、砂防ダム、格子ダム、洗い壁、河道安定工、地滑り防止および植生工などがあります。主な工
事内容を以下に概説します。

Ruwa Khola 砂防ダム： Marsyangdi 発電所および道路橋の安全確保のため、セメントコンクリート製
の砂防ダム２基（ch 0+275 および 0+460）Ruwa Khola に建設されました。これらの砂防ダムはモンスー
ン期にその機能を発揮し、発電所およびプリティヴィ道路にかかる橋は被害を受けずにすみました。

 Khahare Khola 砂防ダム：Khahare Khola に
２カ所（ch 0+220 および 0+310）の砂防ダムが
完成しました。これらのダムは、2006 年に発生
した洪水の際にその機能を発揮し、道路橋およ
び近隣の住居に損害を及ぼすことなく、土石流
を放出することに成功しました。 

写真１：Ruwa Khola の砂防ダム（ch 0+460）

Good Practices 2008 

Asian Disaster Reduction Conter March 2008



23

Gaighat Khola 格子ダム : Gaighat Khola に、土嚢格
子ダム（格子ダム 10 基、防護壁５カ所）（ch 18+940 
km）が建設されました。下流の土砂移動を防ぐため、
無筋セメントコンクリートキャップ付き蛇籠エプロン
が設計されました。ダム建設とともに、ボルスターの
設置、崖の斜面の整形、竹や木および草などの植林・
栽培などの植生工も行われました。これらの格子ダム
は、水流勾配制御や崖壊防止などにおいて、その機能
を発揮しています。

本プロジェクトは、2008 年７月までに完了予定で、
すでに完成した部分については、雨期における道路の
損害を最小限に抑え、効果を上げています。本プロジェ
クト実施により、土石流、地滑りまたは崖崩れによる
道路封鎖の頻度は大幅に削減されました。

—背景
　ムグリン・ナラヤンガート道路は、2003 年 7 月 31 日に発生した豪雨のために深刻な被害を受け、
ネパールの国道網の障害となっています。この豪雨により、橋 2 カ所、地下水路 9 カ所、舗装 8.6 km、
防護壁 494 m 、そして堤防 1,480 m に渡って被害が生じ、このため道路は数日間に渡って遮断され
ました。DWIDP は日本政府の支援により、道路復旧に関するイニシアティブを提唱しました。JICA
の技術援助を受け、砂防技術を柱として 13 カ所の主要被災地の復興に取り組んでいます。
—目的
　プロジェクトの主要目的は、ムグリン・ナラヤンガート道路周辺の水害・土砂災害を軽減・防止し、
交通の安全性を確保することです。  
—期間
　当初予定では 2004 年 -2007 年、その後 2008 年まで延長

—活動
　Ruwa Khola、Khahare Khola、Jugedi Khola および Das Khola をはじめとする 13 カ所の被災地に、
砂防ダム、格子ダム、防護壁および植生工等の建設・施工を行います。

—主な成果
　土石流および地滑り管理のための砂防技術応用により、モンスーン期の水害・土砂災害を軽減しま
した。全般的に、本プロジェクトは道路交通の安全性向上に多大な効果を上げています。
—予算総額
　3 億 250 万ネパールルピー（476 万米国ドル）

写真２： Khahare Khola 砂防ダム（ch 0+220 ）

写真３：Gaighat Khola 格子ダム（ch 18+490 km）
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—連絡先
　Basistha Raj Adhikari, Senior Divisional Engineer（上級エンジニア）, 
Department of Water Induced Disaster Prevention（治水砂防局）, Pulchowk（プルチョーク）, Lalitpur（ラ
リトプール）. 
電話：+9771 5535502, +9771 5535503　 ファックス： +9771 5523528
電子メール：dwidp@ntc.net.np, basistha@wlink.com.np
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シンガポールにおける有害化学物質輸送車両安全管理システム
シンガポール

広がる脅威
　強可燃性物質または有害化学物質を使用したテロの脅威は現実のものとなり、実際に事件も起こって
います。2002 年４月 11 日、チュニジアのジェルバ島において、テロリストが、液化天然ガスを積載し
たトラックをシナゴーグ前で爆破させ、この事件で観光客 21 人が死亡し、30 人が負傷しました。2002
年５月から８月にかけては、イスラエルで、燃料トラックにテロリストが遠隔装置付き爆弾を仕掛け、
目的地において爆破させようと試みるという事件が起こりました。また、2007 年１月以降、イラクの武
装勢力が、人口密集地域において、塩素などの有毒化学物質を積んだトラックを攻撃・爆破させる事件
が発生しています。このうちの１件では、トラックの爆破によって、トラックのタンク内の高毒性塩素
ガスが放出されて 150 人の民間人が被害を受けました。その翌日起こった同様の事件では、５人が死亡し、
有毒ガスを吸い込んだため 55 人が入院しました。 

セキュリティ面の課題
　アメリカ同時多発テロ事件以降、警備面が強化され、緊張が高まる昨今、有害化学物質（別名：
HazMat）輸送車両が、路上でテロリストにハイジャックされ同物質が大量破壊兵器に使用される危険性
が考えられます。テロリストが、大量の可燃性／有害化学物質を輸送する車両をハイジャック・爆破す
る場合、これにより、人命や建物などに多大な損害が発生します。工業が盛んなシンガポールでは、大
量の有害化学物質が毎日路上輸送されているため、これらの物質輸送の安全が危惧されます。 運搬車両
の安全確保のため、道路のセキュリティ強化に有害化学物質輸送車両追跡システム（HTVTS）を導入し
ています。

　HTVTS は、緊急事態には遠隔操作で有害化学物質輸送車両を動けなくさせることも可能です。
HTVTS は、主に、有害化学物質輸送の危険性を軽減し、有害化学物質輸送車両に関する事件・事故の予
防、阻止、抑止、対応を行うことを目的としています。 

　2004 年２月に制定された消防（石油および可燃物）規則により、シンガポール民間防衛隊（SCDF）
は有害化学物質輸送車両の追跡・停車が可能になりました。図１に、シンガポールで一般的な各種有害
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図１：各種有害化学物質運送車両

図内
トレイラータイプ：
　　原動機付きトレーラー　　
　　チューブトレーラー
バルクタンクタイプ：
　　バルクタンクトラック　　
　　バルクタンクローリー
その他：ISO タンク車両　　
　　　　ローリー車
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化学物質輸送車両を示しています。これらの各車両は、認定された整備工場において追跡・停車装置を
装備するよう義務付けられています。 

　HTVTS により、SCDF は、24 時間態勢で有害化学物質輸送車両の運行と位置の全体図を把握できる
ようになっています。専用ソフトウェアインターフェースにより、オペレーションセンターの管制室に
おいて SCDF 隊員による集中制御が可能です。車両が禁止ゾーンに入ったり承認ルートを外れたりした
場合は、モニターコンソール上でアラームが作動しユーザーに通知します。SCDF はまた、ジオフェンシ
ング機能を使用して要注意エリアを禁止ゾーンに設定し、ゾーンへの無許可侵入をモニターしています。 

　停車装置システムはリンプモード・テクノロジーを採用しており、スロットルを制御して、燃料噴射
を制限し、加速を防止します。これにより、車両は、パワーステアリングやブレーキに干渉することな
く徐々に安全に減速します。このプロセスは減速アクションと同様で、車両は安全に時速 10 キロに減速
し、最終的に停止します。ハードウェアについては、HTVTS では、ジオロケーション・プラットフォー
ム（GLP）（図２参照）を採用し、車両位置のモニターと追跡を行います。 

　HTVTS に加え、有害化学物質輸送車両のドライバーは全員、有害化学物質輸送許可証（HTDP）（図
３参照）の保有を義務付けています。HTDP 取得にはセキュリテイ面での審査が必要になり、審査に合
格した上で、有害化学物質輸送に関する１日講習への出席が条件となります。講習内容には、危険の特定、
危険物質の安全輸送、輸送中に起こった緊急事態への対応方法、基本的な消防法ならびに流出／漏れの
軽減法などが含まれます。ドライバーが講習を終え試験に合格すると、HTDP が発行されます。HTDP
には、生体認証データ（例：指紋）に加え、ドライバーの氏名、ID 番号、社名、住所、許可有効期間な
どが記載されます。 
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図２：GLP 追跡装置

図３：許可証記載データサンプル 

画像内：世界最小の車両管理・追跡ソリューション

画像内
左
スマートチップ

（生体認証データ格納）
社名・住所
有効期間
右
ドライバー氏名
ID 番号
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他の通行者が、有害化学物質輸送車両を見分けられるよう、追跡装置搭載車両はオレンジ色のナンバー
プレートを取り付けるよう義務付けられています（図４参照）。

 

　追跡装置搭載車両は、必ず承認されたルートと輸送時間（昼間の時間帯）を守らなければなりません。
規定のルートおよび時間帯を外れると違反とみなされ、HTVTS に検知されます。 

HTVTS の仕組み 
　HTVTS が違反を検知し、アラームが作動すると、管制室のオペレータは通行規則に違反した車両に
搭載されたイモビライザーを作動させ、セキュリティ上の危険を回避します。通知を受けた管制室の
SCDF 隊員およびシンガポール警察が、その行為がセキュリティ面において違反しているかどうかを判
断します。システムの仕組みについては図５を参照のこと。

 

図５：HTVTS の仕組み 図内
上段：車両のクラクションおよび警告ランプの作動
　←車両追跡装置　　HTVTS モニターコンソールからのアラーム信号
中段：イモビライザー作動　　
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図４：オレンジ色のナンバープレートを取り付けた車両
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システムの有効性 
　HTVTS 導入前、SCDF は可燃物／危険物輸送車両の位置と動きを特定・追跡することができませんで
した。車両が無許可の人員によってハイジャックされたかどうか、あるいは、最悪の場合、車両を乗っ取っ
たテロリストが要注意施設または建物に多大な損害を与えているかどうかを判断する方法もありません
でした。さらに、人員と資源の不足のため、SCDF は、走行中の有害化学物質輸送車両が規則を遵守し
ているかどうかを確かめることも難しい状況でした。 

　HTVTS の導入により、SCDF は全車両の特定・追跡が可能になりました。SCDF のオペレータは、リ
アルタイムで追跡装置搭載車両の位置と動きを把握することができます。また、特定の車両を選んで、
現在の状況および／または情報（社名、担当者、車両タイプ等）を知ることも可能です。車両が、承認
されていないルートに立ち入ったり、禁止ゾーンに侵入したり、許可された時間帯以外に走行したりし
ている場合は、自動的にモニターコンソール上のアラームが作動しユーザーに通知します。モニターコ
ンソールにいるオペレータは、巡回中の隊員に効率良く違反車両の追跡を指示することができます。第
２フェーズの実施により、オペレータは、停車（イモビライザー）機能を使用して遠隔操作で違反車両
を減速・停止させることが可能となり、隊員が現場に到着するまでに違反車両が目的地にそれ以上近づ
くのを阻止します。

　HTVTS の採用により、規定された有害化学物質輸送ルートおよび時間帯の順守徹底が可能となるほか、
SCDF 隊員は効率的に定期巡回を行うことができます。このセキュリティ対策により、シンガポール国
内における有害化学物質輸送の安全性とセキュリティが強化され、さらに、テロリストが有害化学物質
輸送車両をハイジャックして武器として使用し、政府の建物など要注意施設を危険にさらすことがない
よう阻止します。 HTVTS は、国民層別防衛戦略をサポートし、国民を守るべく重要な役割を担います。
                                             
結論
　導入以来、HTVTS は有害化学物質規則違反の検知に効果を上げており、規則違反ドライバーの位置と
身元特定において効率向上に貢献してきました。システム導入以来、規則を違反するドライバーの数は
確実に減少しており、これはつまり承認されたルートおよび輸送時間帯を守るドライバーの数が増えて
いることを意味します。イモビライザーの導入により、シンガポール国内の有害化学物質輸送における
セキュリティ強化に関する設定目標の達成が可能となります。  

連絡先
　質問等については、CPT See Chye Seng, Senior Staff Officer Industrial Regulations （産業規制担当上
級将校）宛ご連絡下さい。( 電子メール : SEE_Chye_Seng@scdf.gov.sg))
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スリランカにおける津波被害を最小限に軽減するため地域住民啓発プログ
ラム：スリランカ防災センター（DMC）

スリランカ I

概要：
　2004 年に発生した津波被害を受け、当面の課題として、被害を受けやすい沿岸地域が、今後また津波
が起こった際にどのような対応をすべきかについて十分な認識をもつべきであるということが挙げられ
ました。解決策として、スリランカ政府は、防災センター（DMC）の主導により、沿岸地域の津波被害
を最小限に抑える目的で、地域住民啓発プログラムを着手することを決定しました。

　DMC が採択した戦略は、地域防災調整ユニット（DDMCU）を設立し、津波被害を受けた各自治体と
協力し、大掛かりな地域住民啓発プログラムを実施するというものです。この戦略において、DDMCU に、
スリランカ陸軍、海軍、空軍、警察特殊部隊（STF）から招いた総勢 225 人の人員・指導官を配備する
決定を行いました。

　これら軍・警察関係者の当面の役割は、地域グループに住民啓発プログラムを実施するため、指導者
としての研修を受ける必要がありました。研修内容は、防災の概要、地域別防災措置、地域住民啓発活
動および地域地図作成などです。

　研修の後、津波の被害が発生しやすい９つの地域（コロンボ、ガンパハ、カルータラ、ゴール、マータラ、
ハンバントタ、プッタラム、トリンコマリー、アンパラ）において DDMCU を結成しました。各地域に、
上級将校・警察官を調整官として配備し、さらに調整官補佐と、彼らの活動をサポートするため 20 名か
ら 25 名ほどの下級士官を配置しました。２つの DDMCU に、空軍から複数名、海軍から１名、警察か
ら１名、そして陸軍から５名の人員が配備されました。

　地域住民啓発プログラムを効果的に実施するため、そして、プログラムの成功には各市町村職員を含
む地域自治体関係者のサポートが不可欠であるため、これら自治体関係者に津波についての意識啓発を
行い、地域住民啓発プログラムの目的について説明を行わなければなりませんでした。これらの啓発ワー
クショップでは、市町村レベルの防災委員会・小委員会設立の必要性を強調しました。

　DDMCU が組織・実施した活動は以下の通りです。
- 地域における初回啓発プログラム：津波に関するチラシの配布、警報の発令方法、そして、安全な

避難場所および避難ルートを示したマップの作成開始（可能であれば）
- 第２回プログラム（必要に応じて）：避難マップの完成
- 警告シミュレーションによる避難訓練／リハーサル

　軍関係者の参加を得るという DMC による戦略は大きな成果を上げ成功をおさめたと報告されていま
す。2007 年９月 12 日に津波警報が発令された際、沿岸地域の住民は、地域住民啓発プログラムで定め
られた避難場所に安全に避難したことが確認されました。このことから、住民および政府は、津波の被
害を受けやすい沿岸地域の住民は、今後津波被害の危険がある際、迅速かつ効率的に避難可能であるこ
とに確信を持てるようになりました。今回の試みの成功要因は以下の通りです。
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 i .  コミュニティビルディングプログラムの有効性
 ii.  防災、啓発方法、地域への関わり方などに関して、DDMCU 参加人員に研修を実施したこと
iii. 軍隊（陸軍、海軍、空軍）および警察関係者を DDMCU のメンバーおよび指導官として配備する  

　決定から、最大限の効果が得られたこと

 

 

2004 年 12 月の津波によるゴール地区の被害状況

 2006 年１月、ゴール地区で行われたハザードマップ・ワー
クショップにおいて地域マップを作成する地域住民

ガンパハ地区の避難訓練 コロンボ地区の避難訓練

調査に関する一般情報
背景：
　スリランカは数々の自然災害の脅威にさらされています。発生頻度および被害の強度などから見た
主要災害は、洪水、サイクロン、干ばつ、地滑り、海岸浸食などです。落雷、伝染病、環境汚染によ
る危険などのさらに局地的な脅威もしばしば国民を襲います。2004 年 12 月、インド洋で発生した津
波により、スリランカは、発生頻度は低いものの甚大な被害を及ぼす津波の被害に関して脆弱である
ことがわかりました。
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2004 年に発生した津波被害を受け、2005 年５月、議会において国家災害対策法が制定され、同年７月、
国の災害リスク管理を行う官庁として、国家災害対策評議会（NCDM）の傘下に防災センター（DMC）
を設立しました。
　最大限の効果を上げるべく、スリランカ政府は、地域防災調整ユニット（DDMCU）に軍関係者を
配備するという非常に賢明な決定を下しました。

目的：
　スリランカ国内の沿岸地域における津波被害を最小限に抑えるため、被害を受けやすい地域に対し
て津波に関する啓発活動を行います。

期間：
　第１段階：2005 年 11 月 –12 月
　第２段階：2006 年１月−３月

活動：
 i. 研修者の研修（TOT）：地域グループに啓発プログラムを実施することが当面の役割であるため、

研修内容は以下の通りとなります。
- 防災知識：啓発プログラム実施のために必要な一般知識および津波に関する知識
- 地域ベースの対応活動に対する理解：地域マップ作り、安全な避難場所および避難ルートの特定、

避難プランの策定、避難訓練の実施
- 地域啓発プログラムにおいて様々な参加型活動を実施するための方法

　研修が必要なグループをすべてカバーするため、ただちに３日間の研修者研修（TOT）６コース
が開催されました。地域住民啓発プログラムを至急開始する必要があるため、これらの研修コース
参加者がなるべく早く研修を修了する必要がありました。このため、各日のコースに関して各々３
つのリソースチームを結成し、リソースチームごとにまず１つ目のコースのセッションを受け、翌
日には次のコースに進めるようにスケジュールを組みました（ライン・オブ・バランス法）。

　研修コースは、以下の分野をカバーするように設計されました。
・防災および関連分野の専門用語の概要、スリランカにおける災害発生状況
・従来の防災対策からの路線変更：緊急事態管理からリスク管理への移行—地域（住民）を被害者

としてではなくリソースと考える
・地域に基づくアプローチと防災対策
・地域に根ざしたリスク評価、地域（住民）によるリスク認識
・地域の被害に対する脆弱度および能力評価
・津波の危険：早期警告法、早期警告の発令、避難
・地域住民の啓発および地域レベルにおける避難計画
・グループ活動により、津波警報発令および避難に関して地域とともに以下の項目から構成される

計画を策定
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 i ) 地域住民啓発プログラムの概要
 ii ) 安全な避難場所および避難ルートを記載した避難マップの作成法
iii) 地域内における津波避難訓練の開催
iv) グループ別プレゼンテーションおよびディスカッション

　採択された研修内容には、パワーポイント資料プレゼンテーションを使用した講義、ディスカッ
ション、ビデオによるプレゼンテーション、双方向コミュニケーションを活用したディスカッショ
ン、グループ活動、役割演技などが含まれます。研修には地元言語が使用されました。

 ii. 研修の後、津波の被害が発生しやすい９つの地域（コロンボ、ガンパハ、カルータラ、ゴール、マー
タラ、ハンバントタ、プッタラム、トリンコマリー、アンパラ）において DDMCU を結成しました。
各地域に、上級将校・警察官を調整官として配備し、さらに調整官補佐と、彼らの活動をサポー
トするため 20 名から 25 名ほどの下級士官を配置しました。

iii. 英語、シンハラ語、タミル語で津波に関するチラシを作成・印刷（部数：100 万部）し、啓発プ
ログラム中に配布しました。

iv. 以下の活動の組織・実施
- 地域における初回啓発プログラム：警告発令システム、安全な避難場所および避難ルートを示し

たマップの作成開始（可能であれば）
- 第２回プログラム（必要に応じて）：避難マップの完成
- 警報シミュレーションによる避難訓練／リハーサル

主な成果：
◆今後津波被害の危険がある際、迅速かつ効率的に避難可能であることを津波の被害を受けやすい沿

岸地域の住民に効果的に周知することができました、
◆市町村レベルで津波の際の安全な避難ルートを示した地域マップを作成しました。

予算総額：
　今回の活動に関して DMC に割り当てられた予算総額は、第１および第２段階を通じて総額
20,218,500 スリランカルピー (225,000 米国ドル ) でした。
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地域住民への災害時安全対策周知　地滑りにおける安全対策の事例
スリランカ II

概要：
　2007 年、防災センター（DMC）は国連開発計画（UNDP）と連携し、国際防災戦略（ISDR）の指導のもと、
デモンストレーションの成功次第で実用化も視野に入れ、準リアルタイム地滑り早期警報システム開発
のパイロットプロジェクトを実施しました。建築研究所（NBRO）および気象局からも協力を得ました。
ラトナプラ地区内５カ所に自動雨量計を設置しました。雨量計のデータは SMS を使用して、NBRO が開
発したダイナミックコンピュータモデルに直接送られました。これにより、地滑りが起こる可能性があ
る地域に早期警報を発令することが可能になりました。

　本プロジェクトの目的の１つとして、地域住民参加によるハザートマップ作成、安全な避難ルートお
よび避難場所の特定、避難訓練の実施などを通じたコミュニティビルディングが挙げられます。
　これらの地域活動実施中に、早期警報発令前であっても、数時間雨が続けば、避難ルートのほとんど
が洪水になることがわかりました。Elapatha では、河川・水路といった洪水被害を受けやすい場所を渡
るために吊り橋などの施設が必要だと考えられ、橋が建設されました。
 目に見える形で安全対策を行ったことで、地域住民に被害と対策の周知を図ることができました。地域
住民は、住民組織（CBO）を結成し、自分たちで避難訓練を行うことで住民全員が避難ルートを理解し、
早期警報が発令された際は安全に避難できることを確認しました。最後には安全確保を行いました。
　この経験により、単なる啓発だけでなく、DMC の活動の一環として現地で実際に地域住民に働きかけ、
さらに介入措置を行うことで、安全対策の周知を行うことができるという教訓を得ました。

			 

5 行政区の地図地滑り早期警報システムの仕組み

Good Practices 2008 

Asian Disaster Reduction Conter March 2008



34

調査に関する一般情報
背景：
　今日までスリランカで発生した調査対象となった地滑りはほとんど、雨が原因で起こったことがわ
かっています。このため、地滑りが発生する直前の降雨パターンから地滑りの可能性などを調査する
プロジェクトが提案されました。地滑りを引き起こす雨量の限界値についての統計的情報は、降雨パ
ターンの分析によって得られ、この情報を地域の早期警報指数として使用することができます。
　国内の雨量限界値は、土壌の特性や天候などにより地域によって異なります。このため、地滑りが
発生しやすい地域の降雨パターンを地滑り目録に照らし合わせて詳細に調査することにより、正しい
雨量限界値が予想でき、地滑り予測ツールとして使用可能となります。
　地滑りが発生しやすい地域のほとんどにおける雨量限界値は既に特定されていますが、これらの値
を地滑り予測に使用することは、下記の理由から非常に難しい状況です。
a. 雨量限界値に対する地域住民の意識不足
b. 特に村落部における雨量測定設備の不足
　このため、特に村落部において、雨量限界値と雨量の定量測定に対して十分に周知することが地滑
り予測には有益です。簡単な雨量計の提供と必要な研修を実施することにより、村落部でも、雨季に
雨量の記録・分析を行うことでリスク評価を行うことが可能となります。

目的：
- 地滑り早期警報システムの設立（将来は全国レベルに拡大することも視野に入れる）
- 地域住民参加の奨励および各地域への早期警報システムの普及強化
- 専門家組織および地域（住民）間における密接な連携による、被害軽減のため地滑り発生前後に

迅速に行動すること

期間：
　2006 年１月から２年間

活動：
 i. UNDP の支援により、自動雨量計 5 台を、カハワッテ、ペルマドゥッラ、Nivithigala、Elapatha

およびカラワナの各地区の所定位置に設置しました。ITI が雨量計を製造しました。
ii. 上記の雨量計で得られた雨量データはリアルタイムで NBRO および気象局で受信します。NBRO

はこのデータの限界値を早期警報発令のために使用します。

村落部における従来の通信手段 ラジオ・テレビを通じた警報発令 避難訓練
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iii. 上記地域の住民に対して、早期警報システムによりいち早く地滑りの危険から身を守るための啓
発プログラムを実施しました。避難場所の特定も行いました。地域グループが、設置された雨量
計の保守を担当します。

iv. 全国レベルで早期警報を発令すべく、NBRO はコンピュータによる早期警報モデルを開発しまし
た。

主な成果：
- 地域への早期警報普及のため地域住民の参加を得られたこと
- 実質的な被害軽減対策による地域住民への災害時安全対策周知
- 上記に加え、リアルタイムで雨量を読み取り、避難に間に合うよう早期警報を発令することがで

きるようになったこと、さらに、今後の調査研究のため降雨データを利用できるようにしたこと

改善が必要な課題
　現時点における改善すべき課題は以下の通りです。

- 雨量計の雨量データ読み取りは SMS を通じて行います。但し、時期によっては、現在の SMS サー
ビスでは必要な自動モデム登録ができず、その結果、NBRO および気象局は雨量データを受信で
きなくなります。

- SMS サービスの毎月のコストが高いこと

予算総額：
　割り当てられた予算総額は、総額 250,000 スリランカルピー (25,000 米国ドル ) でした。
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